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業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要

①　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとおりで
あります。
１．当社および当社の子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制
ア．当社および当社の子会社の取締役および使用人が法令・定款および企業倫理の遵守に努め

るため、「スバル興業グループ行動規範」および「コンプライアンス・リスク管理規程」
を定め、企業活動の原点として周知徹底を図るものとする。

イ．当社および当社の子会社の取締役会は、「取締役会規程」の定めによる定例取締役会のほ
か、必要に応じて開催する臨時取締役会によって、各取締役相互の業務執行状況の監督を
行うものとする。

ウ．当社および当社の子会社の監査役は、当該会社の取締役の職務の執行について監査を行い、
問題があると認めた場合は、遅滞なくその取締役会に報告するものとする。

エ．当社は、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス体制の維持・
向上を図り、研修会の実施等積極的な啓蒙活動を通してコンプライアンスの周知徹底を行
うものとする。常勤監査役は、コンプライアンス・リスク管理委員会に出席し、必要に応
じ意見を述べることができる。

オ．法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事項を発見した場合の内部通報体制とし
て、コンプライアンス・リスク管理委員会内に通報・相談窓口を設け､「コンプライアン
ス・リスク管理規程」に基づき適切な運用を行うものとする。

２．当社および当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．当社は迅速な経営判断と業務執行を行う体制として、事業・業務毎の担当制を敷き、取締

役は担当部門の管理責任を負うとともに、取締役会で決定された経営計画の進捗管理を行
うものとする。

イ．取締役会付議事項以外の当社の業務執行に係る重要事項については、「常務会規程」に基
づき、必要に応じて開催される役付取締役を構成メンバーとする常務会において審議する
とともに意思決定、情報伝達の迅速化を図る等、経営環境の変化に対して的確な経営判断
ができるよう努めるものとする。

ウ．当社および当社の子会社の業務執行に関する権限、手続等詳細については、各社の「職務
権限規程」、「職務分掌規程」および「業務決裁規程」に定めるものとする。

３．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社の取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、適切かつ
確実に検索が容易な状態で保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものと
する。
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４．当社および当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．当社および当社の子会社の取締役および使用人は、「コンプライアンス・リスク管理規程」

に基づき、事業活動に係るリスクの把握とこれに対する適切な対応を図るものとする。ま
た、当社の取締役社長直轄の内部監査室において、内部統制システム構築の過程で、当社
および当社の子会社の事業特性に則した業務別のリスクを洗い出し、それぞれに対し最適
なリスク対策を策定するものとする。

イ．特に大きな影響を与えるリスクについては、各社による日常のモニタリングおよび「内部
監査規程」に基づく内部監査によって、適切に管理されるものとし、内部監査の結果は内
部監査室が適宜当社の取締役社長および監査役に報告するものとする。

ウ．緊急事態が発生した場合は、必要に応じ当該会社の取締役社長を本部長とする対策本部を
設置し、顧問弁護士等外部のアドバイザーに協力を仰ぎ迅速な対応を行うものとする。

５．当社ならびに当社の親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

ア．当企業集団における業務の適正を確保するため、「スバル興業グループ行動規範」を当社
の子会社に適用するものとする。

イ．当企業集団におけるコンプライアンス・リスク管理体制として「コンプライアンス・リス
ク管理規程」を当社の子会社に適用するものとする。また、当社の子会社は当社からの指
示あるいは当社との取引等において、法令違反その他コンプライアンス・リスク管理上問
題があると認めた場合は、直ちにコンプライアンス・リスク管理委員会に報告するものと
する。

ウ．当社の内部監査室は「内部監査規程」に基づき、当社の子会社の内部統制について監査を
行い、適宜当社の取締役社長および監査役に報告するものとする。また、当社の親会社の
内部統制監査に積極的に協力し、当企業集団の業務の適正を確保することに努めるものと
する。

エ．当企業集団は、グループ各社の事業運営および取引の自立性を保つことを基本とするもの
とする。

オ．当社の子会社の取締役および使用人は、当該子会社の業務または業績に影響を与える重要
な事項について、当社取締役にその都度、報告するものとする。また、当社取締役はいつ
でも必要に応じて、これらの者に対して報告を求めることができる。

６．反社会的勢力を排除するための体制
ア．当社および当社の子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団

体とは一切関係を持たない。
イ．当社および当社の子会社は、反社会的勢力および団体からの要求を断固拒否し、毅然とし

た態度で対応する。
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７．当社の監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性を確保する体制
ア．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人か

ら監査役補助者を任命するものとする。
イ．監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、監査役会の同意を得た

うえで決定することとし、取締役からの独立性を確保する。
ウ．監査役補助者は、当該職務について他の取締役等より指揮命令を受けず、独立して職務を執行

する。また、取締役は、監査役補助者に対する監査役の指示の実効性を確保するものとする。
エ．監査役補助者が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事する

ものとする。
８．当社および当社の子会社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制その

他の監査役への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制

ア．上記 ４．イ．以外に、当社および当社の子会社の取締役および使用人、ならびに当社子会
社の取締役または使用人から報告を受けた者は、当社または当社の子会社の業務または業
績に影響を与える重要な事項について、当社の監査役にその都度報告するものとする。ま
た、当社の監査役はいつでも必要に応じてこれらの者に対して報告を求めることができる。

イ．前号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることはな
いものとする。

ウ．監査役の職務の執行について生ずる費用については、合理的でありかつ浪費的でない限り、
当社が負担するものとする。

エ．上記 ５．ウ．以外に、子会社の業務または業績に影響を与える重要な事項については、総
務部長が情報を収集し、適宜監査役に報告するものとする。また、監査役はいつでも必要
に応じて総務部長に対して報告を求めることができる。

②　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況は、次のとおりであります。

ア．当社および当社の子会社の取締役の職務執行については、社内規程に則り執行されており、
コンプライアンスやリスク管理に対応しております。また、独立役員が、取締役会にて積
極的に発言をする機会を設けております。なお、取締役会の資料および議事録は、適切に
保管されております。

イ．コンプライアンス・リスク管理委員会の充実を図り、当社グループ全体のリスクマネジメ
ントについて検討し、リスク管理の強化に取り組んでおります。

ウ．監査役は、取締役会、コンプライアンス・リスク管理委員会等の重要な会議へ出席し、ま
た、会計監査人や内部監査室との情報交換を通じて、業務の適正性を確保するための体制
を確認しております。

エ．当社の子会社には、当社の取締役、監査役、管理部門、会計監査人および内部監査室が定
期的に監査を行い、企業集団の業務の適正を確保しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 2 月 1 日から)平成29年 1 月31日まで

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 1,331,000 1,057,028 15,620,303 △194,014 17,814,318
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △286,676 △286,676
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,462,906 1,462,906

自 己 株 式 の 取 得 △134,172 △134,172
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,176,230 △134,172 1,042,057
当 期 末 残 高 1,331,000 1,057,028 16,796,533 △328,187 18,856,375

その他の包括利益累計額
非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金
千円 千円 千円

当 期 首 残 高 6,428 429,531 18,250,277
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △286,676
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,462,906

自 己 株 式 の 取 得 △134,172
株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

4,346 17,679 22,025

当 期 変 動 額 合 計 4,346 17,679 1,064,082
当 期 末 残 高 10,774 447,210 19,314,360
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連　結　注　記　表
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1.　連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　９社

主要な連結子会社の名称　　㈱東京ハイウエイ、ハイウエイ開発㈱
　当社の連結子会社でありましたスバル・ソーラーワークス㈱は、平成28年10月１日付で当社が吸収合併した
ことにより、連結の範囲から除外しております。これに伴い連結子会社の数は１社減少しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称　　㈱名古屋道路サービス、㈱環境清美
(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社の数　　持分法を適用した非連結子会社はありません。
(2) 持分法を適用した関連会社の数　　持分法を適用した関連会社はありません。
(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称

㈱名古屋道路サービス、㈱環境清美
(持分法を適用しなかった理由)

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持分法
の適用から除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
時価のあるもの　　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております｡）
時価のないもの　　移動平均法による原価法

②たな卸資産
商品、原材料及び貯蔵品　　先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております｡)
未成工事支出金　　個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております｡)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

道路関連事業関係資産、賃貸ビル資産
マリーナ事業関係資産、その他の建物及び車両
並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物　　　定額法
その他の資産　　　定率法

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(5) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を適
用し、その他の工事については、工事完成基準を適用しております。
　なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗率の見積りは、原価比例法によっ
ております。

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。
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5.　会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい
う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」
という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離
等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分
変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上
する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計
処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方
法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更
を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）
及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点か
ら将来にわたって適用しております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法へ変更しております。
　なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額は軽微であります。

(連結貸借対照表に関する注記)
1.　担保に供している資産

投資有価証券 10,014千円
(宅地建物取引業法による営業保証金)

2.　有形固定資産の減価償却累計額 5,595,773千円
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1.　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 26,620,000株
2.　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総額 (千円)

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年４月27日
定時株主総会 普通株式 188,953 7円25銭 平成28年１月31日 平成28年 4 月28日

平成28年９月 8 日
取締役会 普通株式 97,723 3円75銭 平成28年７月31日 平成28年10月13日

3.　当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
平成29年４月27日開催の定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。

普通株式の配当に関する事項
①配当金の総額 238,016千円
②配当の原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 9円25銭
④基準日 平成29年１月31日
⑤効力発生日 平成29年４月28日

(金融商品に関する注記)
1.　金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産による運用に限定しております。短期的な
運転資金は、銀行借入により調達する方針であります。デリバティブ取引は、余剰資金の運用目的のため
に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、
当社の債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況
等を定期的に把握しております。
　有価証券は主にマネー・マネジメント・ファンドであり、投資有価証券である株式は、主に業務上の関
係を有する企業の株式であり市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引
先企業）の財務状況を把握しております。
　短期貸付金は、親会社である東宝株式会社に対するものであります。
　差入保証金は、主に賃貸借契約に係るものであり、差し入れ先の信用リスクに晒されております。当該
リスクについては、差し入れ先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リスクの軽減を図っており
ます。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払法人税等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
　営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、月次単位で資金繰り計画を作成するなどの方法により管理してお
ります。
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2.　金融商品の時価等に関する事項
　平成29年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては含まれておりません（(注)2.参照)。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時　　価
(千円)

差　　額
(千円)

(1) 現金及び預金 5,632,227 5,632,227 －
(2) 受取手形及び売掛金 4,443,393

貸倒引当金(※) △37,544
4,405,849 4,405,849 －

(3) 短期貸付金 1,200,000 1,200,000 －
(4) 投資有価証券 43,169 43,169 －
(5) 差入保証金 824,678 824,533 △145

資　　産　　計 12,105,925 12,105,779 △145
(1) 支払手形及び買掛金 1,390,205 1,390,205 －
(2) 未払法人税等 365,753 365,753 －

負　　債　　計 1,755,959 1,755,959 －
（※）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）1.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(4) 投資有価証券
時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

(5) 差入保証金
差入保証金の時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利
回りで割り引いた現在価値により算定しております。

負債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。
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（注）2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額
(千円)

非上場株式 77,991
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、｢資産
(4) 投資有価証券」には含めておりません。

(賃貸等不動産に関する注記)
1.　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸住宅、賃貸オフィスビル（土地を含
む｡）や賃貸商業施設等を有しております。

2.　賃貸等不動産の時価に関する事項
これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額(千円） 当連結会計年度末の時価
(千円)当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,906,927 △75,076 3,831,850 6,627,386
（注）1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

2.　当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は吉祥寺スバルビル自動ドア工事（2,135千円）であり、主な
減少額は、減価償却費（79,660千円）であります。

3.　当連結会計年度末の時価のうち、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に
基づく金額であります。

また、賃貸等不動産に関する平成29年１月期における損益は、次のとおりであります。
賃貸収益(千円) 賃貸費用(千円) 差　　額(千円) その他損益(千円)

585,331 200,401 384,930 －
（注）　賃貸収益及び賃貸費用は、賃貸料収入とこれに対応する費用（諸税公課、減価償却費等）であります。

(１株当たり情報に関する注記)
1.　１株当たり純資産額 733円23銭
2.　１株当たり当期純利益 56円41銭

（注）本連結計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております｡
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株主資本等変動計算書

(平成28年 2 月 1 日から)平成29年 1 月31日まで

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合　　　計固 定 資 産

圧縮積立金 別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
当 期 首 残 高 1,331,000 1,057,028 332,750 273,264 4,415,500 8,127,365 13,148,879
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △286,676 △286,676
税率変更に伴う固定資産圧縮積立金の増加 6,852 △6,852 －
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 △387 387 －
当 期 純 利 益 1,084,573 1,084,573
自 己 株 式 の 取 得 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

－

当 期 変 動 額 合 計 － － － 6,464 － 791,432 797,896
当 期 末 残 高 1,331,000 1,057,028 332,750 279,728 4,415,500 8,918,797 13,946,776

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金
千円 千円 千円 千円

当 期 首 残 高 △194,014 15,342,894 6,428 15,349,322
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △286,676 △286,676
税率変更に伴う固定資産圧縮積立金の増加 － －
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 － －
当 期 純 利 益 1,084,573 1,084,573
自 己 株 式 の 取 得 △134,172 △134,172 △134,172
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

4,346 4,346

当 期 変 動 額 合 計 △134,172 663,724 4,346 668,070
当 期 末 残 高 △328,187 16,006,618 10,774 16,017,392
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個　別　注　記　表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1.　資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております｡)
時価のないもの　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産
商品、原材料及び貯蔵品　　先入先出法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。)
未成工事支出金　　個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。)

2.　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

道路関連事業関係資産、賃貸ビル資産、
マリーナ事業関係資産、その他の建物及び車両
並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物　　　定額法
その他の資産　　　定率法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）　　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に
よっております。

(3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3.　引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
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4.　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を適用し、
その他の工事については、工事完成基準を適用しております。
　なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗率の見積りは、原価比例法によっており
ます。

5.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。

6.　会計方針の変更
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」と
いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離
等会計基準」という。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上す
る方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理
の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更
いたします。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第57
－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しており
ます。
　なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法へ変更しております。
　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響額は軽微であります。

(貸借対照表に関する注記)
1.　担保資産

担保に供している資産
投資有価証券(宅地建物取引業法による営業保証金) 10,014千円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 4,470,668千円
3.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,229,857千円 長期金銭債権 185,600千円
短期金銭債務 119,364千円 長期金銭債務 1,090千円

4.　取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務
長期金銭債務 26,414千円
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(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

営 業 取 引 に よ る 取 引 高 売上高 1,246,130 千円 仕入額 1,005,633 千円
営業取引以外の取引による取引高 55,039千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数　　普通株式　888,506株

(税効果会計に関する注記)
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減損損失 317,896千円
退職給付引当金 18,804千円
資産除去債務 74,003千円
貸倒引当金 14,816千円
減価償却超過額 11,610千円
役員退職未払金 8,082千円
投資有価証券評価損 2,378千円
その他 93,540千円
繰延税金資産小計 541,133千円
評価性引当額 △347,776千円
繰延税金資産合計 193,357千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △123,338千円
その他 △28,674千円
繰延税金負債合計 △152,013千円

繰延税金資産の純額 41,343千円

2.　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に、ま
た、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等
の一部を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び
地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、
当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成29年２月１日以降解消されるものに限る）に使
用した法定実効税率は、前事業年度の32.3％から回収又は支払が見込まれる期間が平成29年２月１日から平成31
年１月31日までのものは30.9％、平成31年２月１日以降のものについては30.6％となります。
　なお、この変更による影響額は軽微であります。
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(関連当事者との取引に関する注記)
1.　親会社

種　類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名 所 在 地 資 本 金 又 は

出資金(千円)
事業の内容
又は職業

議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

親会社 東宝㈱ 東京都千代田区 10,355,847
映画の製作・配
給、演劇の製作・
興行、不動産の賃
貸他

(被所有)
直接 53.55％
間接 0.66％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 － 短期貸付金 1,000,000

利息の受取
(注１) 657 － －

2.　子会社
種　類 会 社 等 の 名 称

又 は 氏 名 所 在 地 資 本 金 又 は
出資金(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取 引 金 額

(千円) 科 目 期 末 残 高
(千円)

子会社 ハイウエイ開発㈱ 東京都千代田区 100,000 道路関連事業
所有
直接
100.00％

業務請負
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 320,000 短期貸付金 60,000

資金の回収  175,000 長期貸付金 185,000

利息の受取
(注１) 744 － －

子会社 スバル・ソーラー
ワークス㈱ 東京都千代田区 30,000 道路関連事業

所有
直接
100.00％

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収  50,000 － －

債権放棄
(注２) 180,000 － －

利息の受取
(注１） 10,073 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１)　資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注２)　スバル・ソーラーワークス㈱の吸収合併に先立ち、同社に対する債権の一部を放棄したものでありま

す。なお、債権放棄に伴い貸倒引当金161,000千円を取り崩し、差額19,000千円は当事業年度に関係
会社債権放棄損として計上しております。

(注３)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高は消費税等が含まれております。

(１株当たり情報に関する注記)
1.　１株当たり純資産額 622円48銭
2.　１株当たり当期純利益 41円82銭

(連結配当規制適用会社に関する注記)
当社は、連結配当規制適用会社であります。
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(その他の注記)
(企業結合等関係)
共通支配下の取引等
１．取引の概要
(1) 結合当事企業の名称及びその事業内容

　結合当事企業の名称　スバル・ソーラーワークス㈱
　事業の内容　再生可能エネルギー関連事業

(2) 企業結合日
　平成28年10月１日

(3) 企業結合の法的形式
　当社を吸収合併存続会社、スバル・ソーラーワークス㈱を吸収合併消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称
　スバル興業㈱

(5) その他取引の概要に関する事項
　当社の100％子会社であるスバル･ソーラーワークス㈱は、再生可能エネルギー関連事業としてソーラー
発電所での売電事業を行っておりましたが、当社グループを取り巻く経営環境の変化に対応しグループ経
営の合理化を図る目的のため、吸収合併することといたしました。

２．実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づ
き、共通支配下の取引として会計処理しております。

（注）本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております｡
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